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ベネズエラ経済（2016 年 6 月） 

 

１ 経済概要 

（１）政府の各種政策・統計 

●世界銀行ビジネス環境の現状（Doing Business）２０１６によると，ベネズエラは，調査

対象１８９か国中１８６位，ラテンアメリカ・カリブ地域で最下位。 

●マドゥーロ大統領は，高額紙幣の発行は，国内のインフレを認めることになるとして，１，

０００ボリバル，２，０００ボリバル等の高額紙幣の発行を拒否。  

 

（２）政府予算・財政 

 ●中銀情報筋によると，中銀は，ラテンアメリカ準備基金に１０億米ドルの融資を要請。 

同基金は，ベネズエラの拠出金額である４億米ドルの融資は承認するも，右金額を超える融

資には野党が過半数を占める国会の承認が必要であるとしている。 

 

（３）石油・天然ガス産業 

●非公式情報によると，中国政府は，ベネズエラ政府に対し，原油での融資返済条件の見直

しに関し，２０１７年末まで，利払い分のみ原油で支払い，元本の返済は免除する代わりに，

同期間の中国からの新規融資は凍結する条件を提案したとされる。 

●１６日，デル・ピノ石油大臣は，ブルームバーグ社のインタビューに応じ，PDVSA の原油

生産コストは，現状，１バレル１２米ドルであり，１バレル５０米ドルの原油価格は，PDVSA

にとって，デフォルト回避に十分な価格であると発言。 

 

（４）自動車産業 

●ベネズエラ自動車会議所（CAVENEZ）は，加盟全７社の６月の自動車生産台数が，３２３

台（前年同月比 82.8%減），販売台数は，２４３台（前年同月比 87.1%減）と発表。 

 

（５）その他産業 

 ●２３日，アエロメヒコ航空は，悪化する国内経済と３桁にも及ぶ高いインフレ等による財

政悪化により，カラカス発着便の無期限運休を発表。 

 

（６）外貨発給状況 

●１６日付SIMADIレートが，１米ドル６００ボリバルを突破し，１米ドル６００．９９ボリ

バルに達した。 
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２ 経済の主な動き 

（１） 政府等の各種政策・統計 

ア 経済指標・政策（実績） 

●２２日，メネンデス企画大臣は，２０１５年の極貧率は，９．３％（2014 年の 9.5%から

0.2%減少），２０１５年１２月，１日３食の国民の割合は，９４％と発表。 

（23 日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

イ 経済指標・政策（予測） 

●中銀情報筋の情報によると，インフレ率は，２０１６年５月２１．８％，同年１～５月累

計１２５．７％，２０１５年６月～２０１６年５月の累計４５０．７％。 

（7日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●ＩＭＦは，インフレ率を，２０１６年７２０％，２０１７年２，２２０％，２０１８年３，

０００％，２０１９年３，５６０％と予測。また，世界銀行は，ＧＤＰ成長率を，２０１６年

マイナス１０．１％，２０１７年マイナス３．４％と予測。 

（9日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●労働者情報分析センター（CENDAS）は，５月の家庭基礎食糧バスケット価格を，前月比２

２．５％増，前年同月比８１７．１％増の２２６，４６２．１７ボリバル，同月の家庭基礎生

活バスケット価格を，前月比１８．５％増，前年同月比６０８．６％増の３０３，６１５．５

９ボリバルと発表。 

（28日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

ウ 新省の設立 

●７日，マドゥーロ大統領は，鉱業開発・エコロジー省の設立及びロベルト・ミラバル全国

選挙評議会（CNE）顧問弁護士を同省大臣に任命すると発表。同省の設立に伴い，石油鉱業省

は，石油省に改名。 

（8日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,9日付官報第40922号大統領令第2350号） 

エ UNASURによる経済対策案の提案 

●１０日，サンペールUNASUR事務局長は，イストゥリス副大統領と会談し，経済危機の脱却

のため，為替一本化，食糧・医薬品の安定供給，補助金の拠出等に関するUNASUR経済分析チー

ム案を提示するも，関係者の非公式情報によると，マドゥーロ大統領は，同案を拒否。 

（10日,14日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 
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オ 地区生産供給委員会（CLAP） 

●３日，マルコ・トーレス食糧大臣は，４月に政府が設立した地区住民委員会（Consejo 

Comunal）毎に食糧を供給する制度である「地区生産供給委員会（CLAP）」のみを経由して価格

統制食糧を供給することを否定。８日，同大臣は，価格統制品の７０％をCLAP経由で，残りを

民間流通網経由で供給すると発言。 

（4日,9日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

（当館注：マルコ・トーレス食糧大臣の発言は，２日，カラカスにおいて，価格統制品を購入

するため行列をなしていた市民が，食糧がスーパーではなく，CLAPに供給されたことに反発し，

国家警察が出動する事態になったことへの対処と見られる。） 

●４月の CLAP 導入以降，食糧配送企業は，供給量の減少により人員過多となり，経費削減

のため，従業員１．２万人を解雇。 

（24 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 ●２０１６年１～５月の全国の食糧不足に対する抗議及び略奪発生件数（単位:件） 

 

（ODH ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ社） 
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カ 世界銀行ビジネス環境の現状（Doing Business）２０１６ 

●Doing Business２０１６によると，ベネズエラは，調査対象１８９か国中１８６位，ラ米・

カリブ地域で最下位。 

（7日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●世界銀行ビジネス環境の現状（Doing Business）２０１６ 

 

（出典:世界銀行） 

キ その他 

●２日，ペレス・アバド経済担当副大統領は，持続可能な国内生産のため，利益不均衡の是

正，価格改定により，３０日以内に国内物資の供給が改善すると発言するも，各経済団体は，

生産に必要な原材料が不足している状況下，同発言に懐疑的。 

（3日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●港湾業者によると，政府系企業のコンテナ未返却（4,000～6,000本,長いものは1年以上）

による延滞料は，約１０億米ドルに達する。  

（22日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●中銀の情報筋によると，マドゥーロ大統領は，高額紙幣の発行は，国内のインフレを認め

ることになるとして，１，０００ボリバル，２，０００ボリバル等の高額紙幣の発行を拒否。 

（23 日付ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

 

 

 

出典：世界銀行

順位(189カ国中) 国名 ﾎﾟｲﾝﾄ
１位 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 87.34
7位 米国 82.15
3４位 日本 74.72
38位 ﾒｷｼｺ 73.72
50位 ﾍﾟﾙｰ 71.33
54位 ｺﾛﾝﾋﾞｱ 70.43
92位 ｳﾙｸﾞｱｲ 61.21
100位 ﾊﾟﾗｸﾞｱｲ 60.19
116位 ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 57.67
117位 ｴｸｱﾄﾞﾙ 57.47
121位 ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ 56.78
157位 ﾎﾞﾘﾋﾞｱ 47.47
186位 ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ 35.51
189位 ｴﾘﾄﾘｱ 27.61
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●２７～２８日，第７２回ベネズエラ経団連（Fedecamaras）年次総会において，マルティ

ネス会長は，全国経済生産性審議会は，経済危機の解決に迅速且つ組織的に取組んでおらず，

地区生産供給委員会（CLAP）は，投機と転売を巻き込んだ大がかりな芝居であり失策であると

発言。これまでに８０万人の失業者と２０万の企業が廃業に追い込まれ，９０％の企業は，政

府の外貨割当不足により，稼働率が８０％減少したと発言。 

（28～29日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

 

（２） 政府予算・財政 

ア 外貨準備高 

 ●６月３０日付の外貨準備高は，１２０．８億米ドル（前月比 0.56%減）となった。 

（7月 1日付中央銀行ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ） 

 イ 税収 

●１日，カベージョ租税監督庁（SENIAT）長官は，５月の徴税額を，目標額比２４９％増の

２，０１３億ボリバル，２０１６年１～５月の徴税額を９，６６２億ボリバルと発表。 

（2日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

ウ その他 

●９日，マドゥーロ大統領は，２０１６年第２四半期の住宅ミッション向け予算に関し，中

国やロシアとの協定向けに１．３５億米ドル，建設中の住宅向けに１，９５０億ボリバルを承

認。また，同期に建設した住宅の４０％を若年家族に供与すると発表。 

（10 日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●２０１５年の通貨供給量は，２０１０年に比べ，１，２４５％増加し，４兆１５億ボリバ

ルとなった。 

（21日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●中銀情報筋によると，中銀は，ラテンアメリカ準備基金に１０億米ドルの融資を要請。 

同基金は，ベネズエラの拠出金額である４億米ドルの融資は承認するも，右金額を超える融資

には野党が過半数を占める国会の承認が必要であるとしている。 

（30 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 
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（３） 石油・天然ガス産業 

ア ベネズエラ原油価格・原油生産量（実績） 

●６月の原油輸出価格は，１バレル３９.７３米ドル（前月比7.9%増,OPEC同 45.75米ﾄﾞﾙ,WTI

同 48.93 米ﾄﾞﾙ,BRENT 同 49.94 米ﾄﾞﾙ）。６月の生産量は，日量２０９．５万バレル（前月比 4.3%

減）。 

（石油省,OPEC） 

 ●ベネズエラの原油生産量と原油価格の動き 

 

（6 月 21 日付 ODH ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ社ﾚﾎﾟｰﾄ） 

イ 第１６９回 OPEC 総会 

●２日，第１６９回OPEC総会が，ウィーンにおいて開催されたが，加盟各国間での原油生産

量上限の設定は合意されなかった。同総会に出席したデル・ピノ石油大臣は，各国毎の生産上

限の設定を提案するも採択されなかった。同大臣は，総会の結果はポジティブであり，引き続

き原油市場を注視していくと発言。その他，ベネズエラは，次期OPEC事務局長にアリ・ロドリ

ゲス在キューバ・ベネズエラ大使（OPEC元事務局長（2001年～2002年），PDVSA総裁経験あり）

を推薦するも，新事務局長には，ナイジェリアのモハメド・バルキンド氏が就任（2016年8月1

日から3年間の任期)，７月よりガボンのOPEC復帰を承認。 

（2～3日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●７日，デル・ピノ石油大臣は，１１月の次回 OPEC 総会において，ベネズエラが提案した

産油国毎の生産バンドの設定を再協議すると発言。 

（8日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 
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ウ 原油での融資返済における中国との交渉 

●非公式情報によると，ベネズエラ政府は，中国からの融資の原油での返済に関し，１年間

の猶予期間の設定を交渉。同期間中は，金利のみ原油で支払い，残りは現金払いを中国に要請

したとされる。 

（15 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●非公式情報によると，中国政府は，ベネズエラ政府に対し，原油での融資返済条件の見直

しに関し，２０１７年末まで，利払い分のみ原油で支払い，元本の返済は免除する代わりに，

同期間の中国からの新規融資は凍結する条件を提案したとされる。 

（27 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

エ パラグアイ石油公社（Petropar）への原油輸出代金支払い要求 

●５日，PDVSA は，パラグアイ石油公社（Petropar）に対し，１０日以内に，２．８７億米

ドルの原油輸出代金の支払いを要求。これに対し，６日，Petropar は，両社間の合意のとおり，

２０２３年に支払うと発表。翌７日，Petropar 社は，PDVSA が債務を５０％減額した場合，２

０１６年中に支払う準備があると発表。 

（6～7 日,10 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●１３日，PDVSA は，原油輸出代金支払いに関し，Petropar と交渉する余地はないと発表。

支払いの期限は過ぎており，２０１３年１１月より利子を含め全額請求が可能とし，改めて代

金支払を要求。 

（14 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

（当館注：PDVSA の Petropar に対する突然の原油輸出代金支払い要求の背景には，パラグアイ

が，米州機構（OAS）において，ベネズエラに対する米州民主憲章の発動や国内の大統領罷免

国民投票の実施を支持する等政治的対立があると見られる。） 

オ デル・ピノ石油大臣のロシア訪問 

●１６～１８日，デル・ピノ石油大臣は，サンクトペテルブルクで開催された国際経済フォ

ーラムに参加。その前日（１５日），同大臣は，ノバク・ロシア・エネルギー大臣と会談し，

産油国毎の生産バンドの設定を協議し，９月，アルジェリアにおいて，産油国間の会合を開催

する可能性を示唆。１６日，同大臣は，ブルームバーグ社のインタビューに応じ，PDVSA の原

油生産コストは，現状，１バレル１２米ドルであり，１バレル５０米ドルの原油価格は，PDVSA

にとって，デフォルト回避に十分な価格であると発言。 

（17～18 日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 
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カ 原油関連 

●PDVSA の支払い遅延により，軽質油を積んだタンカー４隻（200 万ﾊﾞﾚﾙ)が海上に停泊し，

荷下ろしできていない。PDVSA は，仕入先である BP に対し，現金ではなく，原油での代物弁済

を提案するも，BP はこれを拒否。 

（3 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●OPECによると，５月のベネズエラの原油生産量は，前月より４．８％減の日量２３７万バ

レルであった。生産設備・機材への投資・部品・整備の不足等が減産の要因。 

（15日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●デル・ピノPDVSA総裁は，CITGO（PDVSAの製油所子会社）は，国際銀行からの融資を獲得

し，アル－バ製油所の改修に４～６億米ドルを投資する予定と発表。 

（23日付ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●バークレーズは，ベネズエラの２０１６年の原油生産量は，投資・整備・希釈油の輸入不

足等により日量１７０万バレルまで下落すると予測。 

（26日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

キ その他 

●１３日，PDVSA が公表した２０１５年の金融債務残高報告書によれば，２０１５年の残高

は，４５７．３６億米ドルから４．３％減少し，４３７.５１億米ドルとなった。 

（14 日付ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

 

（４） 自動車産業 

ア 生産・組立／販売台数（実績） 

●ベネズエラ自動車会議所（CAVENEZ）は，加盟全７社の６月の自動車生産台数が，３２３

台（前年同月比 82.8%減），販売台数は，２４３台（前年同月比 87.1%減）と発表。 

（7 月 13 日付 CAVENEZ） 

 

（５） その他 

ア 食糧･飲料・アルコール 

●食糧・飲料大手ポラール社は，国外資産を担保にBBVA銀行より３，５００万米ドルを借入

れ，ビールの原材料を輸出すると発表。７月より，ビール生産を再開し，２０１６年末までの

需要をカバーする予定。 

（2日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 
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●１８日，ポラール社のビール工場が８０名の武装集団によって占拠された。同社は，政府

に訴えたが，対応なし。同社の Twitter によると，２０日，州兵の協力で奪還し，秩序は回復。 

（19～21 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

イ 航空 

●ベネズエラ航空会社協会（ALAV）によると，２０１６年の国内線座席数は，２０１４年比

で４９％減少し，週約３０万席に減少。同協会会長は，航空券の価格統制，各種コスト増，優

秀なパイロットの離職等を憂慮。 

（2日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●２３日，アエロメヒコ航空は，悪化する国内経済と３桁にも及ぶ高いインフレ等による財

政悪化により，カラカス発着便の無期限運休を発表。 

（24日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

ウ 電力 

●３日，モッタ電力大臣は，４月２５日に開始された４０日間の計画停電の実施期限が経過

するも，グリ水力発電所のダムの水位上昇が十分でないことから，実施期間を延長すると発表。 

（4日付ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●政府は，節電策として，１３～２４日まで，公的機関の月～金曜日の労働時間を８時～１

３時と規定。但し，食糧，医療，金融，銀行，通信等は，通常通り夕方まで営業。 

（10日付官報第40923号大統領令第2352号） 

●２７日，政府は，公的機関の営業時間の見直し策（月～金の労働時間は8時～13時）の適

用期間を７月８日まで延長。公的機関労働組合関係者は，２月からの労働時間の短縮の合計は，

４５日分に匹敵すると発言。 

（23日付官報第40923号大統領令第2352号) 

●電力専門家によると，２０１７年頭に，ラ・ニーニャ現象による電力危機の可能性あり。

同現象による影響を回避するには，グリ水力発電所のダムの水位が２０１６年第４四半期に，

２６５メートルに達する必要がある。 

（17日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 
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●国内主要水力発電所と発電容量

水力発電所 発電容量(ﾒｶﾞﾜｯﾄ) 所在地 状況

ｸﾞﾘ 8,851 ﾎﾞﾘﾊﾞﾙ州 稼働

ﾏｶｸﾞｱ 3,140 ﾎﾞﾘﾊﾞﾙ州 稼働
ｶﾙｱﾁ 2,280 ﾎﾞﾘﾊﾞﾙ州 稼働
ﾄｺﾏ 2,250 ﾎﾞﾘﾊﾞﾙ州 建設中・非稼働

ﾗ・ﾌﾞｴﾙﾄｻ
(ｳﾘﾊﾞﾝﾃ・ｶﾊﾟｰﾛ)

514 ﾊﾞﾘﾅｽ州 稼働

ｻﾝ・ｱｶﾞﾄﾝ
(ｳﾘﾊﾞﾝﾃ・ｶﾊﾟｰﾛ)

300 ﾀﾁﾗ州 稼働

ﾎｾ・ｱﾝﾄﾆｵ・ﾊﾟｴｽ 240 ﾊﾞﾘﾅｽ州 稼働
ﾍﾟﾆｬ・ﾗﾙｶﾞ 80 ﾊﾞﾘﾅｽ州 稼働
ﾏｽﾊﾟﾛ 25 ﾊﾞﾘﾅｽ州 稼働  

（ｴｺｱﾅﾘﾃｨｶ社） 

エ 医療 

●ベネズエラ医療試験関連器具輸入・卸売協会（Asobilab）によると，同協会加盟団体は，

３，５００万米ドルの未清算外貨により，クレジット・ラインが閉鎖され，部品・資材を輸入

できず，医療機器の８０％が稼働を停止。 

（9日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●ベネズエラ医薬品連盟（Fefarven）によると，国内の医薬品不足率は，８５％以上であり，

２０１６年，既に医薬品製造関連企業２３社が一時的に閉鎖に追い込まれたと発表。 

（23日付ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

 

（６） 外貨発給状況 

●政府に近い情報筋によると，発表から３カ月が経過する変動制為替スキーム「DICOM」が

未だに運用されていないのは，経済関連閣僚間の意見の相違が原因。ペレス・アバド経済担当

副大統領は，DICOM が公明正大な為替スキームになると明言したが，同副大統領の前任である

マルコ・トーレス食糧大臣（元経済・財務・公共銀行大臣）は，企業への外貨割当の決定権を

未だに保持しているとされる。 

（3日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●１６日付 SIMADI レートが，１米ドル６００ボリバルを突破し，１米ドル６００．９９ボ

リバルに達した。 

（7日付ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

（了） 


